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第 1 部は「序章」から始まり、5 章立てになっている。「第 1 章 戦前期 母子保護法を
中心として」「第 2 章 戦中期 母子保護法下での母と子の生活」「第 3 章 戦後期 第 2
次世界大戦後の母子家庭施策」「第 4 章 福祉施策の停滞と要求の増大期 母子福祉資金の
貸付等に関する法律をてがかりにして」「第 5 章 母子福祉政策の展開期 母子福祉法の成
立を中心にして」である。 
第 2 部は、「現代の母子世帯がかかえる生活実態と施策利用の実態」（『母子家庭の子ども
を中心とした生活実態調査』からの考察）をテーマに 4 章立てになっている。「第 6 章 調
査の特色および調査アンケートからみる現代の母子家庭の全体像」「第 7 章 母親の記述か



















































































































て検討することを行った。財団法人、全国母子寡婦福祉団体協議会の調査（第 2 部、第 6
























































































































なる。それが 1952(昭和 27)年に立法化された、母子福祉資金の貸付等に関する法律である。 












































 本論文の特色として冒頭に 2 点を掲げたが、同時にこれらの特色は、本論文の優れた点
でもある。歴史研究にジェンダ－視点を持ち込んだことについては、本論文は数少ない研
究であると指摘できる。近年になり、研究の視点に新たにジェンダ－を取り入れるという
試みは行われるようにはなったものの、社会福祉の領域においては、近接領域である女性
労働や社会保障の領域と比べてもきわめて遅い。いつの時代にも潜在的にある女性差別を
基本に据えて歴史を読み解くことによって、母子家庭の抱える政策課題が家族によって自
主的に解決させられてきたという、今日に至るまで通史的に存在する家族依存の問題を本
論文は明らかにする。福祉国家が規定する、男性=一家の稼ぎ手、女性＝家族のケアの担い
手、という性別役割規範による構造は、他の福祉政策も同様ではあるが、母子家庭政策に
おいても顕著に歴史的に貫かれている。本論文は母子家庭施策を例としながら、社会福祉
政策全般が内包する矛盾を、象徴的に明らかにしたのである。 
 また、歴史研究だけに終始せずに、全国母子寡婦福祉団体協議会という母子家庭を組織
する団体による調査研究によって、母子家庭の抱える現代的な問題を明らかにしたことも
優れた点である。結果として、歴史的にも現代からみても、母子家庭の生活は働いていた
としても経済的に厳しく、家族依存に寄っているために実家との関係で大きな差が生じる
ことが明らかとなった。また、当事者組織の結びつきが希薄になった今日においては、当
事者組織の活動や結びつきがより求められていることも明らかとなった。 
 しかし、以上のような優れた点があるにもかかわらず、不足の点がないわけではない。
一つは、ジェンダ－視点を以てして母子家庭施策を再考するならば、母子家庭施策の実現
に向けてジェンダ－視点(という名称は使用しなかったが)やそれに類する視点を持って行
われた過去の法制定運動等についても、記述してほしかったところである。母子保護法の
制定を要求する母性保護運動や、母子福祉法の制定を働きかけた全国未亡人団体協議会等
の運動は、問題ある局面もあったではあろうが、一定の効果を生んだ運動として評価でき
る点もある。そのような数少ない、しかし今日のジェンダ－視点の礎となったであろう活
動も記述してほしかったところである。 
 二つ目は、より現代的な課題である。歴史的に見ると進歩が少ない母子家庭施策ではあ
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るが、ごく最近出現した「大きな変化」－母子家庭施策がひとり親施策へと変化した理由
と過程について詳しく記述していないことである。男女共同参画社会の実現のために「中
立」な政策を施行する方針によって、母子家庭施策が変更させられたこと、具体的には、
従来母子家庭だけに支給されていた児童扶養手当が、同条件にある父子家庭にも支給され
るように２０１０年８月から改正されたことについてである。著者はまとめの第９章で、
現実的には収入等で大きな差がある母子家庭と父子家庭を「平等」に扱うことには異論を
示しているが、この議論をより深める必要があったのではないだろうか。まだ変更されて
から日が浅いため、具体的な資料が少ないという難しい点があったことは理解するが、現
在母子家庭だけを対象とする母子生活支援施設や、各種年金や税金にも影響が及ぶ事柄で
あり、今後の母子家庭施策の行方を左右する問題であるだけに、避けては通れない議論の
はずである。別の機会に、十分な議論を展開してほしいと願うものである。 
 このような注文はあるものの、本論文が社会福祉、特に母子家庭施策の分野において一
定のレベルに達していること、特に母子家庭の歴史研究と調査研究を分析することにより、
今日の母子家庭が抱える社会福祉の課題を明らかにしたことを評価して、当審査委員会は
本論文が合格点に達しており、博士の学位を授与する資格があると判断した。 
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